
 

 

 

ポストコロナ禍を展望した地方行財政の充実に関する決議 

１ 地方税財政の充実 

コロナ禍による厳しい経済局面が続き、令和４年度においても地方税の減収

など大幅な財源不足が見込まれる地方財政状況を踏まえ、「基盤強化期間」(２

０１９年度～２０２１年度)後の地方財政のあり方を明らかにすること。その際、

コロナ禍によって顕在化・加速化した地方行財政に係る諸問題について丁寧な

検証を行い、その評価結果を今後の対策に確実に反映すること。 

 

(1) 地方税の充実確保等 

① 土地に係る固定資産税について、課税標準額を令和２年度と同額とする負担

調整措置については、令和３年度限りとすること。 

 

(2) 令和４年度一般財源総額の確保 

コロナ禍の長期化によって地域経済の低迷が続き、地方財政の大幅な財源

不足が懸念されるため、地方自治体の安定的な財政運営に必要な地方税・地方

交付税等の一般財源総額の充実を図ること。 

地方交付税については、引き続き財源保障機能と財源調整機能を堅持する

こと。 

地方の大幅な財源不足の補填については、本来、地方交付税の法定率の引

上げにより対応すべきであり、臨時財政対策債が累増することがないよう、そ

の発行を可能な限り縮小すること。 

 

(3) 地球温暖化対策への対応 

２０５０年までに温室効果ガスの排出実質ゼロとする目標を達成するため、

地方自治体は、住民への普及啓発、省エネ機器の普及助成、再生可能エネルギ

ーの利用拡大や導入支援など地球温暖化対策に重要な役割を果たすことが期

待されている。 

地方自治体が、地域の実情に応じ、裁量をもって各般の対策を柔軟に推進

することができる十分な規模の一般財源の確保が図られるよう、国において

炭素に係る税を創設又は拡充する場合には、その一部を地方税又は地方譲与

税として地方に税源配分すること。 

 

【総会決議関係項目抜粋】 



 

 

 

１ 地方税財政について 

 

１ 重点要望事項 

 

(1) 新型コロナウイルス感染症の影響により、令和４年度においても、大幅な

地方財源不足が見込まれる。  

ついては、地域経済の回復をはじめ、社会保障関係費の増大や地域の防災・

減災対策、地域の活性化対策などに的確に対応するため、地方税・地方交付税

等の一般財源総額を確保・充実すること。  

その際、臨時財政対策債が累積することのないよう、その発行を縮減する

とともに、償還財源を確保すること。 

 

(5) 固定資産税は、市町村財政を支える重要な基幹税であることから、その安

定的な確保を図ること。生産性革命の実現や新型コロナウイルス感染症対策

などの経済対策は、本来、市町村の基幹税である固定資産税を用いて行うべき

ではなく、国税や国庫補助金などにより実施するべき性質のものである。制度

の根幹に影響する見直しは、土地・家屋・償却資産を問わず、断じて行うべき

ではなく、更なる対象の拡充は認められず、現行の特例措置等は、期限の到来

をもって確実に終了すること。 

 

(6) 令和３年度税制改正により、自動車税・軽自動車税の環境性能割の臨時的軽減

について、令和３年１２月３１日まで延長されたが、更なる延長は断じて行わな

いこと。 

また、自動車関係税の見直しに当たっては、道路・橋梁等の老朽化対策など

に対する財政需要が今後大幅に増すことから、地方財政に影響を及ぼすこと

がないようにすること。 

【地方財政委員会要望書関係項目抜粋】 


